
内閣総理大臣 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1  

衆議院第一議員会館 821 号室   

TEL: 03-3508-7141  FAX：03-3508-3441     

E メール：post@nodayoshi.gr.jp 

    

衆議院外務委員会委員長 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1 

衆議院第一議員会館 304 号室 

TEL:    03-3508-7302  FAX: 03-3508-3302    

    

    

内閣総理大内閣総理大内閣総理大内閣総理大臣臣臣臣        野田佳彦野田佳彦野田佳彦野田佳彦    様様様様    

衆議院外務委員会委員長衆議院外務委員会委員長衆議院外務委員会委員長衆議院外務委員会委員長        田中眞紀子様田中眞紀子様田中眞紀子様田中眞紀子様    

    

    

ヨルダン・ベトナム・ロシアヨルダン・ベトナム・ロシアヨルダン・ベトナム・ロシアヨルダン・ベトナム・ロシア・・・・韓国韓国韓国韓国とととと日本日本日本日本とのとのとのとの原子力協定原子力協定原子力協定原子力協定のののの国会承認国会承認国会承認国会承認にににに反対反対反対反対、、、、白紙撤回白紙撤回白紙撤回白紙撤回をををを求求求求めめめめ

ますますますます    

 

東京電力福島原発の事故は収束していません。福島の経験を他国の人々へ押し付けること

も、これ以上地球を放射能の汚染リスクにさらすことも許されません。 日本は、核兵器も原

発による放射能汚染も経験した国です。今こそ、安全な未来に向けて、多国の利権が絡んだ

国際原発ビジネスに歯止めをかけ、持続可能な社会づくりへシフトすることを求めます。 技

術先進国として、原発の輸出ではなく、他国の環境と人々の暮らし、すなわち地球全体の環

境が安全に保たれる小規模自然エネルギー開発に力を入れるべきです。 

 

日本政府は日本の負の経験から、他国の将来をリスクにさらす政策は恥じて慎むべきです。 

 

また、協定相手国のヨルダン・ベトナム・ロシア・韓国政府には、自国民と他国の人々の健康

で安全な生活のために、日本との原子力協定の白紙撤回と国際原発ビジネスへの参加を見

直すことを求めます。 

 

 

署名（個人／団体）                        

 

日付            



駐日本国大韓民国大使館    

〒160-0004 東京都新宿区四谷 4-4-10     

FAX: 03-3225-9103   

E メール：political_jp@mofat.go.kr（政務） 

economic_jp@mofat.go.kr（経済）    

    

内閣総理大臣 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1  

衆議院第一議員会館 821 号室 

FAX：03-3508-3441 E メール：post@nodayoshi.gr.jp    

    

    

駐日本国大韓民国館特命全権大使駐日本国大韓民国館特命全権大使駐日本国大韓民国館特命全権大使駐日本国大韓民国館特命全権大使        申珏秀申珏秀申珏秀申珏秀    様様様様        

日本国日本国日本国日本国内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣内閣総理大臣        野田佳彦野田佳彦野田佳彦野田佳彦    様様様様    

    

    

韓国韓国韓国韓国・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナムとととと日本日本日本日本とのとのとのとの原子力協定原子力協定原子力協定原子力協定のののの国会承認国会承認国会承認国会承認にににに反対反対反対反対、、、、白紙撤回白紙撤回白紙撤回白紙撤回をををを求求求求めめめめ

ますますますます    

 

東京電力福島原発の事故は収束していません。福島の経験を他国の人々へ押し付けること

も、これ以上地球を放射能の汚染リスクにさらすことも許されません。 日本は、核兵器も原

発による放射能汚染も経験した国です。今こそ、安全な未来に向けて、多国の利権が絡んだ

国際原発ビジネスに歯止めをかけ、持続可能な社会づくりへシフトすることを求めます。 技

術先進国として、原発の輸出ではなく、他国の環境と人々の暮らし、すなわち地球全体の環

境が安全に保たれる小規模自然エネルギー開発に力を入れるべきです。 

 

日本政府は日本の負の経験から、他国の将来をリスクにさらす政策は恥じて慎むべきです。 

 

また、協定相手国の韓国・ロシア・ベトナム・ヨルダン政府には、自国民と他国の人々の健康

で安全な生活のために、日本との原子力協定の白紙撤回と国際原発ビジネスへの参加を見

直すことを求めます。 

 

 

署名（個人／団体）                        

 

日付            



日本駐在ベトナム大使館 

〒151 東京都渋谷区元代々木町 50-11         

FAX: 03-3466-3391  E メール: vnembasy@blue.ocn.ne.jp    

 

内閣総理大臣 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1  

衆議院第一議員会館 821 号室 

FAX：03-3508-3441 E メール：post@nodayoshi.gr.jp    

    

    

駐日駐日駐日駐日ベトナムベトナムベトナムベトナム大使大使大使大使        グエン・フー・ビングエン・フー・ビングエン・フー・ビングエン・フー・ビン    様様様様        

日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣        野田佳彦野田佳彦野田佳彦野田佳彦    様様様様    

    

    

ベトナム・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・韓国韓国韓国韓国・ロシア・ロシア・ロシア・ロシアとととと日本日本日本日本とのとのとのとの原子力協定原子力協定原子力協定原子力協定のののの国会承認国会承認国会承認国会承認にににに反対反対反対反対、、、、白紙撤回白紙撤回白紙撤回白紙撤回をををを求求求求めめめめ

ますますますます    

 

東京電力福島原発の事故は収束していません。福島の経験を他国の人々へ押し付けること

も、これ以上地球を放射能の汚染リスクにさらすことも許されません。 日本は、核兵器も原

発による放射能汚染も経験した国です。今こそ、安全な未来に向けて、多国の利権が絡んだ

国際原発ビジネスに歯止めをかけ、持続可能な社会づくりへシフトすることを求めます。 技

術先進国として、原発の輸出ではなく、他国の環境と人々の暮らし、すなわち地球全体の環

境が安全に保たれる小規模自然エネルギー開発に力を入れるべきです。 

 

日本政府は日本の負の経験から、他国の将来をリスクにさらす政策は恥じて慎むべきです。 

 

また、協定相手国のベトナム・ヨルダン・韓国・ロシア政府には、自国民と他国の人々の健康

で安全な生活のために、日本との原子力協定の白紙撤回と国際原発ビジネスへの参加を見

直すことを求めます。 

 

 

署名（個人／団体）                        

 

日付            

 

 



ヨルダン・ハシェミット王国大使館    

〒150-0047 東京都渋谷区神山町 39-8     

FAX: 03-5478-0032  E メール：jor-emb@bird.ocn.ne.jp    

    

内閣総理大臣 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1  

衆議院第一議員会館 821 号室 

FAX：03-3508-3441 E メール：post@nodayoshi.gr.jp    

    

    

ヨルダン・ハシェミットヨルダン・ハシェミットヨルダン・ハシェミットヨルダン・ハシェミット王国駐日王国駐日王国駐日王国駐日特命全権大使特命全権大使特命全権大使特命全権大使    ディマイ・ズヘイル・ハダッドディマイ・ズヘイル・ハダッドディマイ・ズヘイル・ハダッドディマイ・ズヘイル・ハダッド    様様様様    

日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣        野田佳彦野田佳彦野田佳彦野田佳彦    様様様様    

    

    

ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・ヨルダン・ベトナム・ロシア・韓国韓国韓国韓国とととと日本日本日本日本とのとのとのとの原子力協定原子力協定原子力協定原子力協定のののの国会承認国会承認国会承認国会承認にににに反対反対反対反対、、、、白紙撤回白紙撤回白紙撤回白紙撤回をををを求求求求めめめめ

ますますますます    

 

東京電力福島原発の事故は収束していません。福島の経験を他国の人々へ押し付けること

も、これ以上地球を放射能の汚染リスクにさらすことも許されません。 日本は、核兵器も原

発による放射能汚染も経験した国です。今こそ、安全な未来に向けて、多国の利権が絡んだ

国際原発ビジネスに歯止めをかけ、持続可能な社会づくりへシフトすることを求めます。 技

術先進国として、原発の輸出ではなく、他国の環境と人々の暮らし、すなわち地球全体の環

境が安全に保たれる小規模自然エネルギー開発に力を入れるべきです。 

 

日本政府は日本の負の経験から、他国の将来をリスクにさらす政策は恥じて慎むべきです。 

 

また、協定相手国のヨルダン・ベトナム・ロシア・韓国政府には、自国民と他国の人々の健康

で安全な生活のために、日本との原子力協定の白紙撤回と国際原発ビジネスへの参加を見

直すことを求めます。 

 

 

署名（個人／団体）                        

 

日付            

 

 



在日ロシア連邦大使館  

〒106-0041 東京都港区麻布台 2-1-1     

Fax：03-3505-0593    

    

内閣総理大臣 

〒100-8981 東京都千代田区永田町 2-2-1  

衆議院第一議員会館 821 号室 

FAX：03-3508-3441 E メール：post@nodayoshi.gr.jp    

    

    

駐日駐日駐日駐日ロシアロシアロシアロシア連邦大使連邦大使連邦大使連邦大使    ミハイル・ミハイロヴィチ・ベールイミハイル・ミハイロヴィチ・ベールイミハイル・ミハイロヴィチ・ベールイミハイル・ミハイロヴィチ・ベールイ        様様様様    

日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣日本国内閣総理大臣        野田佳彦野田佳彦野田佳彦野田佳彦    様様様様    

    

    

ロシア・ロシア・ロシア・ロシア・韓国韓国韓国韓国・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・ベトナム・ヨルダン・ベトナムとととと日本日本日本日本とのとのとのとの原子力協定原子力協定原子力協定原子力協定のののの国会承認国会承認国会承認国会承認にににに反対反対反対反対、、、、白紙撤回白紙撤回白紙撤回白紙撤回をををを求求求求めめめめ

ますますますます    

 

東京電力福島原発の事故は収束していません。福島の経験を他国の人々へ押し付けること

も、これ以上地球を放射能の汚染リスクにさらすことも許されません。 日本は、核兵器も原

発による放射能汚染も経験した国です。今こそ、安全な未来に向けて、多国の利権が絡んだ

国際原発ビジネスに歯止めをかけ、持続可能な社会づくりへシフトすることを求めます。 技

術先進国として、原発の輸出ではなく、他国の環境と人々の暮らし、すなわち地球全体の環

境が安全に保たれる小規模自然エネルギー開発に力を入れるべきです。 

 

日本政府は日本の負の経験から、他国の将来をリスクにさらす政策は恥じて慎むべきです。 

 

また、協定相手国のロシア・韓国・ヨルダン・ベトナム政府には、自国民と他国の人々の健康

で安全な生活のために、日本との原子力協定の白紙撤回と国際原発ビジネスへの参加を見

直すことを求めます。 

 

 

署名（個人／団体）                        

 

日付            

 


